
 

○

　

 

○

○

○

○
○

○

1,668,509

財 源 超 過

2,043,290

特 別 職 等

債務負担行為額

81,968,958

指 数 表 選 定
12.9

95,249,477

3,644,078 1,796,524

実 質 赤 字 比 率

231,134

特 定 農 山 村

財 政 再 建
％

％

1,005,000

H27.4.1

H19.4.1 2

千円

（転貸債、公共用地先行取得費、
公営企業債を除く）

Ｈ

Ｂ

Ｃ歳　　入　　歳　　出

歳　　出　　総　　額

Ｄ

実　　質　　収　　支

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

（A－B）

9 積 立 金 取 り 崩 し 額 Ｉ

教 育 公 務 員 80

千円

年 月 日 （ 人 ）

改 定 実 施

議 会 副 議 長

公

営

事

業

の

状

況

事業名

給 料 （ 報 酬 月 額 ）

市 長

725,000

800,000

H19.4.1 1

区 分

円

23,668

977

（千円）

(225,280)

※括弧内は一般行政職

区 分
職員数　Ａ

（F＋G＋H－I） Ｊ 2,208,57110

（人）

繰　上　償　還　金

7

Ｅ（C－D）

単　　年　　度　　収　　支
(ア)－(イ)

公債費負担比率

8.6

3,474,547

1,591,024

9.11,565,390 公 債 費 比 率
5

6

169,531

1,909,157

(ア) (イ)

Ｆ

標 準 財 政 規 模 42,558,185

実 質 収 支 比 率 8.2

起 債 制 限 比 率

1

2

3

4

積 立 金 （ 財 政 調 整 基 金 ）

半 島 振 興

千円

％

首 都 圏 都 市 開 発

近 畿 圏 都 市 開 発

中 部 圏 都 市 開 発

千円85,613,036 97,046,001歳　　入　　総　　額 Ａ

広 域 市 町 村 圏

標 準 税 収 入 額 36,596,542

財 政 力 指 数 0.943

区 分
令 和 3 年 度 令 和 ２ 年 度

(千円) (千円）

2.8
R3.3.31

人

31,338,302基準財政需要額

世帯

就

業

人

口

昭和40年以降の合併状況

％

27

年
国
調

年
国
調

2,516
平 成 17年 4月 1日　田方郡　戸田村

沼 津 市 施 行 時 特 例 市

住
民
基
本
台
帳

190,417

92,851

192,644

人

世帯
R4.3.31

92,835

△ 3.2 ％

Ｉ － ５
３ 年 度 交 付 税

種 地 区 分

第３次第２次

産 業 構 造

ぬ ま づ し 市 町 村 類 型
市 名

２ ２ ２ ０ ３ ８

国
勢
調
査

R2年 189,386 人

Ｈ27年 195,633 人

増減率

人

人
人2,115

都 道 府 県 名 静 岡 県

人 口 面 積

コ ー ド 番 号

人 口 密 度

27年 1,046

％2.6

人 口 集 中 地 区 人 口

第１次区分

R2

162,233

164,605

68.2

人

29.2 ％

24,076

ｋ㎡

186.82

昭 和 43年 4月 1日　駿東郡　原町　

R2年 1,013

28,739 人

％

指定団体等の状況指 数 等区 分

％

人

66.031.2

低 開 発

産 炭

山 村 振 興

過 疎

被 保 険 者 数

基準財政収入額 28,646,425

493,000

円

159,550

1 600,000

円

28,271 世帯

人

　

令　和　３　年　度　決　算　状　況

人

％

60,766 人

56,262

旧 新 産

旧 工 特

537,000

1

土 地 開 発 公 社
33,921,310

千円

千円

加 入 世 帯 数

107,224

41,810

円一世帯当り保険料調定額

％

法適用

国

保

会

計

の

状

況

％
Ｇ

給料月給　Ｂ
71,321

4,941,172

21.2

635,860

1,291,610

0

261,079

市 議 会 議 員

うち技能労務職 66

合 計 1,057

臨 時 職 員

消 防 職 員

土 地 開 発 基 金 1,030,941

1

H19.4.1

教 育 長

副 市 長

－

一 般 職 員 等

一 般 職 員
※

(701)

実 質 単 年 度 収 支

309,772

地 方 債 現 在 額
一人当たり支給月給

08

千円
10,800,000千円以内

定 数

20,885,323

Ｓ５７年　８月２５日

一 人 当 た り 平 均

31,091

(321,369)

317,064 千円

H23.3.18

H19.4.1

28

議 会 議 長

職員数

340,863

被 保 険 者 一 人 当 り
療 養 給 付 費 用 額

収益事業収支額

67,115,609

382,911

      Ｂ／Ａ       　　　　　（円）

388,638

被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 料 調 定 額

358,606

322,482

－

5.0

％

う ち 財 政融
資 資 金 等

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

％

ご み 処 理

将 来 負 担 比 率

積 立 金 現 在 高 15,878,295

％

千円

うち財調基金 千円

千円

税 務 事 務

0

そ の 他
うち減債基金

千円

常 備 消 防

設　　立

債務保証額

事 務 の 共 同 処 理

の有無

無国民健康保険事業

下水道事業

上水道事業

普通会計からの

（人）繰入金　　（千円）

411,496,695621,951

（ 千 円 ）

収支額
（実質収支額）

病院事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

〃

〃

有

〃

〃

256,932

235,636

292,867

6,996

792,192

37

62

667

8

45

2,330,000

45,731

2,100,454

474,483

2,705,000



災害復旧事業費

単独

補助 193,172

経常一般財源

2,672

6,656,538

労 働 費

39.2

21.99,659,848

79,019

(%)

（千円） （千円） 比率 （％）

(%)

6.0/100
法人税割

※２

―

―

15,590,865

―

―

――

―― ――

―――

39.9 13,347,413△ 4.4

1,503,268

517,196

△ 3.9

4.4 5.3

1.6 3.3

33,794,941

0.0 △ 23.0

100.0 △ 3.5

7,970

―――

―――

△ 2.5 ―――

――― ――

―

8.6

30,958,742

―

33.4 △ 2.7 11,542,010

6.5

―

△ 12.0 1,805,403

―

―

―

―

0.0 0.0

8.6 △ 2.6 ―――

―――

合 計

市 た ば こ 税

特別土 地保 有税

法定 外普 通税

都市計画税

旧法による税

市 民 税

2,186,909

個 人 分 11,296,707

軽 自 動 車 税 529,467

15,392,240 45.5

目 的 税

入 湯 税

2,906,434

法 人 分

1,483,184

0

――

2,898,464

―

固 定 資 産 税

区 分
超 過構成比

課税分

増 減 率決 算 額

(千円） （％）

13,483,616

基準税額×
100
75

(千円)
（％）

均 等 割

構 成
比

公 債 費

う ち 職 員 給

2,222,3395.4

6.15,060,139

決 算 額 税 等

歳 入 性 質 別 歳 出

（％）
区 分

12.8人 件 費 10,506,908

（千円） （％）  Ｋ　　 　（千円）　

決 算 額 構 成 比

配 当 割 交 付 金

253,530株式等譲渡所得割交付金

75.2

比 　（％） （千円）
区 分

経常一般財源

0.6 508,338

地 方 税 33,794,941 39.5 30,896,477

地 方 譲 与 税 6,138,312

5,139,396

7.5

27.6

5,409,423

利 子 割 交 付 金 21,032 0.0 21,032

508,338

0.2178,149 178,149

0.3253,530

―――

0.1 扶 助 費 22,579,225

1.2

――― ―

8.6

一 時 借 入 金 利 子4,914,420 5.7 4,914,420

0.6

―――

7,018,131 8.6

ゴルフ場利用税交付金 101,241 0.1 101,241 0.2

7,018,131

12.0

3.4

地 方 消 費 税 交 付 金 ――

699,657 0.8

2,415,51111.5

14.311,919,091

1.0

10,037,172

6.7

1.6 6,677,195

2,788,930

0.1

―――

0.8 439,852

―――

653,199

0.1

40,757,815

12.2 4,247,402

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

409,064 0.5 ――― ――

6.7

2,691,877

2,691,8773,100,941

47,477

維 持 補 修 費

補 助 費 等

99.3

積 立 金

前 年 度 繰 上 充 用 金

53,570

3,563

――

使 用 料 880,242 1.0 10 0.0

分 担 金 ・ 負 担 金 779,781 0.9

300

0.0

国 庫 支 出 金 20,135,863 23.5 ――― ――

手 数 料 248,647 0.3

72,327

0.0

都 道 府 県 支 出 金 6,067,565 7.1 ――― ――

国 有 提 供 交 付 金 300 0.0

―――

0.2

寄 附 金 1,257,534 1.5 ――― ――

財 産 収 入 345,989 0.4

183,138

地 方 債 6,222,700 7.3

――

――

繰 入 金 2,058,196 2.4 ―――

100.0

市 税

合 計 85,613,036 41,064,630 100.0

9.8

計

431,330

5,310,104 4,942,529

9,012,583

1,616,098

除いた場合　　

11.4

経常収支比率

85.5

　(特例分)、猶予特例債
　　及び臨時財政対策債

を経常一般財源から

(90.4)

10.9

443,412

0.4302,385

6,304,345

決 算 額
構 成

比
税 等

468,590

税　等　総　額

市 民 税

―――

47,930,729

目 的 別 歳 出

0.4

(千円）

0

7,018,474

302,385

10.9

（％）

444,084

総 務 費

民 生 費 12,896,879

―――――

衛 生 費2,373,800 2.8

0 0.0 0.1

――

0.1

109,056

8,935,264

投

資

的

経

費

内

訳

普通建設事業費 9,487,633

4,427,494

8,900,787

32,140,373

6,836,1601.9

繰 越 金 1,796,524 2.1

2,691,877 3.1

小 計 51.5

交通安全対策特別交付金 47,477

う ち 減 収 補 て ん 債

普　　　通

特 別

1,660,417

44,111,801

うち臨時財政対策債

諸 収 入

15.36,656,538

経常収支

9,492,943

――

11.99,790,018

う ち 人 件 費 850,751 1.0

3.6

6,656,538

物 件 費

5,210,250

――― ――

(千円）

―――

　標準税率に

繰 出 金 8.2

※（　）は減収補てん債
投 資 的 経 費

所 得 割

千円

　

　　　　　　   対する比率　1.0

15.3

2,418,183

850,751

1.2

(%)

※2

11.8

6,656,538

経常充当一般財源

0.0 0

―――――――

0

――――

投資及び出資金・貸付金

法 人 事 業 税 交 付 金 485,982 0.6 485,982

小計

元 利 償 還 金

0.4

Ｋの構成

40,104,264 49.0 21,526,636 21,288,877 49.0

53,570

6,223,161

652,288

7,607,27314.5

環 境 性 能 割 交 付 金

0.000.00特別地方消費税交付金

0.1

失業対策事業費

合計 81,968,958 100.0

適 用 税 率 の 状 況

37,133,299 千円

51,574,807 千円

均 等 割
※１

3,500円個

人

分

0.5

徴 収 率

現 　年
課税分

50
120
130
150
160
400
410

1,750
3,000

法

人

分

 固 定 資 産 税 1.4/100

※１ 平成26年度から別途特例加算500円あり

2.31,876,809商 工 費

5,626,114

平成26年9月30日以前に開始した事業年度は12.3/100
平成26年10月1日から令和元年9月30日までの間に事業を開始した事業年
度は9.7/100

区分

議 会 費

1,020,226 1.2

96.933.399.3

農 林
水 産 業 費

1,425,762

13.711,266,738土 木 費

0

6,656,881

2,672

4,392,901

2,797,994

0.0

8.6

0.4

8.3

3.9

6,793,303

3,161,459

諸 支 出 金

公 債 費

災害復旧費

教 育 費

消 防 費

市民税前年度繰上
充 用 金

――― ― ―――

合計 81,968,958 100.0 47,930,729
固　定
資産税

97.237.999.2合計

滞　納
繰越分

合計
区　分

97.244.599.1


